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改訂版 2024年6月27日
株式会社ベネッセホールディングス

気候変動のリスクと機会およびシナリオ分析による
戦略と取り組み（国内教育領域）
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気候変動に関する戦略・取り組みの検討方法

■気候関連リスクと機会の特定とTCFD提言に沿ったシナリオ分析の流れは以下の通り

リスク/機会の特定
重要度評価

インパクト評価
シナリオ群の
定義・分析

戦略・取り組みの
検討

2020年に将来的に予測される気候変動と、それに伴って予測される変化に基づいたWB2℃と４℃の
世界について、2030年・2050年の「シナリオ社会」を想定し、それらの社会における当社グルー
プの機会・リスク、事業を通じてどのように課題解決に貢献できうるかの検討・整理を行った。
2021年5月にSBTi(Science Based Targets initiative)より認定を受けた「Well-Below2℃水準目標
を、「1.5℃」目標に更新したことから、2020年に行ったWB2℃のシナリオ分析を1.5℃にシナリ
オに変更し、再分析を行った。

2022年に1.5℃シナリオで再分析、追加施策も反映



リスクと/機会の特定、重要度評価

◆気候関連リスクと機会の特定、重要度評価

◆今回記載の分析結果掲載の対象
株式会社ベネッセコーポレーションの国内教育事業

（株式会社ベネッセホールディングスにおける売上高の約４割を占める）

※国内教育事業の概要はこちらからご参照

https://www.benesse.co.jp/

 ◆時間軸
  中期を2030年【GHG排出削減目標設定年（SBT認定済）】

※スコープ１・２ 1.5℃目標認定済、スコープ３ 2℃目標認定済
  長期を2050年【GHG排出削減長期目標設定年（SBT認定済） 】

自社の影響のあるリスクと機会について、発生確率と影響度の２軸から分析を行った

●発生確率ー移行リスクの場合
３：すでに顕在化／将来の見通しがある ２：一部で顕在化／可能性がある １：潜在的／可能性は低い

●発生確率ー物理的リスクの場合
３：数年に一回 ２：10年に一回、１：100年に一回

●影響度
１億円以上：影響（大） 10百万円以上～1億円未満：影響（中） 10百万円未満：影響（小）
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発生確率と影響度の定義

https://www.benesse.co.jp/


特定した「リスク」の財務影響

発生確率

影
響
度

大

中

小

１ ２ ３

●移行リスク ■物理リスク

発生確率と影響度の観点より、紙や配送費高騰のリスク、災害時の物流網停止による配送方法の変更リスク、
自社ロジスティックセンターへの損害、サプライチェーン再構築の可能性が、事業における財務インパクトの大きいリスクと特定

特定したリスク
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■物流網の停止による売上減少

●気候変動に関する投資家・金

融機関からの評価低下、顧客か

らのレピュテーションの棄損

■ロジスティックセンターへの損害

■大規模自然災害によるサプライヤー

からの日本への物流停止

■気候変動の影響による工場や事業拠

点の移転

■環境の変化、感染症の拡大などによ

るサプライチェーンの再構築

●紙価格の高騰

●配送費の高騰

■物流網の停止による配送方法の変更

●原油価格の変動

■水・電気といったインフラ停止によ

るロジスティックセンターの操業不能

●電気料金の増加

●環境低負荷プラスチックへの切り替

えによるコスト増



●自社の強みや資産を活かした脱炭

素社会の形成に資する新規ビジネス

の創出

●環境低負荷ブランドとしての認知

度の向上

●デジタル化による紙使用量削減

●デジタル化による顧客情報の蓄積による学習

効果アップ、適した商品・サービスの提供によ

る機会の獲得

●環境低負荷志向の高まり、環境教育機会増加

に応じた売上の増加、レピュテーション向上

●低炭素を志向する投融資の獲得

●復旧の早いBCP、サプライチェーンマネジメ

ントによる信頼の向上、他社との差別化

特定した「機会」の財務影響

影
響
度

発生確率

大

中

小

１ ２ ３

影響度と発生確率の観点より、デジタル化を活かした新たな商品サービスの提供、紙使用量の削減、
環境教育のニーズ増加、サプライチェーン対策による他社との差別化を、財務インパクトの大きい機会と特定

特定した機会
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シナリオ群の定義と分析 
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●シナリオの定義：脱炭素社会に向かうシナリオをSBTの設定とあわせ、2100年の上昇気温が1.5℃以下のシナリオを使用
脱炭素化が進まない現在の延長戦上のシナリオは、2100年に4℃上昇するシナリオを使用

●対象地域：日本国内とサプライチェーンの範囲である中国（広東省など）・ベトナム

●シナリオの定義参照データ：・IEA World Energy Outlook 2020、2021
・IPCC第５次報告書、IPCC第６次報告書 第1作業部会

（WG1）、第2作業部会（WG2）報告書
・物理的リスク：各自治体のハザードマップ
・炭素税：World Energy Outlook 2021

を参照し右記の通り設定

国際的な気候変動シナリオを情報ソースとし、各シナリオから想定される社会像を以下のように定義

シナリオ 社会像 参照したシナリオ

1.5℃
シナリオ

2100年までの平均気温上昇が1.5℃上昇する世界
―再エネの大幅導入や炭素税の導入など積極的な法規制や技術革新
が進む
―消費者も脱炭素志向が高まり、ライフスタイルに変化が及ぶ
⇒脱炭素社会の移行に伴う法規制や評判リスクなどの影響が高まる

IEA：Net Zero Emissions 
by 2050 Scenario
（World Energy 
Outlook2021）

IPCC：SSP1-1.9（AR6 
WGⅠ）

4℃
シナリオ

2100年までの平均気温上昇が4℃上昇する世界
―再エネ導入や炭素税導入などの脱炭素社会への移行が進まない
―気候変動による異常気象が増加し、水害の多発、感染症発生リス
クが高まる
⇒気候変動の影響として物理的リスクの影響が高まる

IEA：Stated Policy 
Scenario（World Energy 
Outlook2021）

IPCC：SSP5-8.5（AR6 
WGⅠ）

※IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）：国連気候変動に関する政府間パネル、IEA（International Energy Agency）：国際エネルギー機関

・2030年1.5℃はWEO2021 Net Zero Emissions by 2050 
Scenarioの先進国の価格（130USD/t-CO2）から設定。
・2030年4℃はWEO2021 Stated Policy ScenarioのEUの価格
（65USD/t-CO2）から設定
・2050年1.5℃はWEO2021 Net Zero Emissions by 2050 
Scenarioの先進国の価格（250USD/t-CO2）から設定。
・2050年4℃はWEO2021 Stated Policy ScenarioのEUの価格
（90USD/t-CO2）から設定

現在の延長線上の４℃シナリオ

厳しい対策をとる1.5℃シナリオ



1.5℃シナリオ 4℃シナリオ

2030
年

移行リスクである、気候変動に関する「政
策・法規制」強化が進展すると想定。

国内教育事業では、環境意識の高まりによる
環境教育をきっかけとした需要の増加、また、
炭素税等によるサプライチェーンコストの増
大による、移行シナリオへの対応を想定。

物理的リスクである、気温上昇に伴う激甚
災害が増加。

商品を利用する顧客・従業員の働き方・投
資家の評価・サプライチェーンの寸断など、
企業活動において広範囲に大きな影響を与
え、災害対策を中心とした取り組み・機会
が想定される。

2050
年

ネットゼロの脱炭素社会が実現。サステナビ
リティへの意識が社会に浸透し、市場に出回
る製品・サービスは排出量が実質ゼロとなり、
規制強化への取り組みが不十分な場合の風評
被害が高まる。

国内教育事業においては、電力効率化の推進
や、DXによるCO2削減貢献への取り組みな
ど、移行シナリオへの対応が想定される。

2030年と比較し、物理的リスクが更に深
刻化。気温上昇が止まらず、不可逆な環境
変化が多くの社会課題を生み出す。

国内教育事業においても、激甚化する災害
への対応が中心となり、毎月の安定的な商
品サービスの提供が困難になると想定され
る。

４つの社会像のまとめ
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「よく生きる」を企業理念に掲げる当社にとって、次世代を担う子ども達のために、
当社としては、1.5℃シナリオの社会像の実現を目指していく
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2030年の社会像イメージ図 （1.5℃、4℃）

2030年の1.5℃社会像：イメージ図 2030年の４℃社会像：イメージ図

●1.5℃：移行リスクである国内政策・法規制が進み、他先進国並みの炭素税・国境炭素調整の導入、フットプリント
開示の義務化、再エネ設備投資への優遇などが行われ、サプライチェーンでのコスト増が見込まれる。また、
環境・社会への関心が増加し、それに伴う関連教育の需要も増加、サステナブル消費が主流になると想定

●４℃ ：化石燃料への依存が続き、異常気象の激甚化による物理的リスク発生確率及び被害が増え、森林火災や豪雨
災害、高温や干ばつが深刻化し、感染症や食糧危機のリスクが高まる。その結果、事業コストが増え、その
影響を低減しつつ、1.5℃の世界を実現のために尽力する必要がある

参考
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2050年の社会像イメージ図 （1.5℃、4℃）

2050年の1.5℃社会像：イメージ図 2050年の４℃社会像：イメージ図

●1.5℃：気候変動に関する積極的な国内政策・法規制が進み、脱炭素社会が実現し、環境への意識が社会に浸透し、
消費行動や教育にも同視点が反映され、経済構造そのものがサステナブルになっている状態

●４℃ ：気温上昇のティッピングポイントを超え、不可逆的な環境変化が頻発、取り返しがつかない状況が発生。物
理的なサプライチェーンへの甚大な影響、人々への健康被害・食料危機などの社会不安が発生、今よりも深
刻な社会課題が多発している。4℃の世界を絶対的に回避するための尽力が必要

参考
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リスク・機会の重要度の評価

ベネッセ（国内教育事業）の「リスク・機会」の重要度を、財務影響の観点から評価

重要度

・

大

重要度

・

中

重要度

・

小

●移行リスク
・「政策・法規制強化」による教材配送費の値上げ
●物理リスク
・感染症や異常気象の激甚化（急性）
⇒物流拠点の損害（大）、物流網の被害による再構築、国外サプライヤーからの調達不全、生産国の変更等

●機会
・消費者の変化（環境意識の高まり） ・環境にかかわる技術革新による競争優位性の獲得
・グローバルな環境保全活動への取り組みと活動成果の開示による企業価値向上

●移行リスク
・エネルギー価格の高騰（オフィス電力）
・政策や規制強化による代替素材へ変更（再生プラスチックなど）

●物理リスク
・物流拠点の損害（中） ⇒洪水被害の増加

●物理リスク
・物流拠点の損害（小） ⇒太陽光パネルの損害
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今後の戦略・取り組みについて（まとめ）

●移行リスクについては、国の環境政策や法規制により、毎月お届けする教材や教具の素材に関する規制影響や、炭素税によるエネルギー価格の高騰による
事業活動へのマイナス影響が見込まれる。さらに、市場の変化による環境意識の高まりによって、エシカル消費やグリーン消費が進展
し、教材配送に使用するビニール製の包材やDM素材に対するレピュテーションリスクが想定される

●物理リスクについては、激甚災害や感染症等の発生頻度が高まることで、当社のバリューチェーンへの影響が発生し、毎月お客様へお届けする教材を安定
的にお届けする事が難しくなり、事業活動へのマイナス影響が想定される

●機会については、市場の変化による環境意識の高まりによって、エシカル消費やグリーン消費が進展し、環境性能にかかわる技術革新やデジタル化による商
品・サービスの進化、グローバルな環境保全活動への取り組みと、活動成果の開示による企業価値向上が想定される

ベネッセに大きな影響を与える項目

代替素材へ変更
（再生プラスチックなど）

配送料の高騰
（トラック便）

エネルギー価格
の高騰

移行リスク

物理リスク
物流網の停止による
発送方法の変更

サプライヤーからの
調達不全

物流拠点の
深刻な被害

環境の変化、感染症の拡大等による
物流網の再構築

●移行リスクに対しては、CO2削減を配慮した代替素材の検討、資源循環への取り組み（リサイクル）、デジタル教材の定着による配送費の
削減、省エネなどのオフィス活動等によるGHG排出量削減、再生可能エネルギー導入目標設定と取り組み推進、タブレットBYOD検討 など

●物理リスクに対しては、生産拠点の分散化、代替輸送手段の確保、物流拠点の水害対策の強化などによるリスク低減

●機会については、消費者の変化を踏まえた、新たな環境教育の推進、環境技術革新の商品・サービス・マーケティング活動への反映 など

今後の戦略・取り組み

環境の技術革新による
競争優位性

機会 消費者の
環境意識の変化

グローバルな環境保全活動
への取り組み

レジリエンスの高い
物流基盤

シナリオ分析・結果

消費者の環境意識への期待に応えら
えない場合レピュテーションリスク



気候変動に関する新しい教育機会の提供の事例①

12

テキストで「探究学習のプロセス」と「必要な考え方」を学び、「地球温暖化」など実際の社会課題
をもとに、探究的な考え方を実践し、地球温暖化への理解を深める。

探究ナビテキスト
探究ナビ Social Issue

環境教育支援①「探究ナビ」

補足
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気候変動に関する新しい教育機会の提供の事例②イベント 補足

●全国探究コンテスト

中高生の皆さんが取り組んでいる探究・研究を持ち帰り、
学び合い、発表するイベント。
このイベントの一番の目的は成果発表ではなく、学び合い
です。探究活動の成果が出ていなくても構いません。
全国から参加する中高生や先生に加え、様々な分野で活躍
するビジネスパーソンや研究者も「社会人ゲスト」として
参加し、皆さんの活動を応援します。

●ベネッセSTEAMフェスタ

「全国探究コンテスト」は、「探究ナビ」「探究ナビBasic」な
ど弊社教材採択校の中高生たちが自らの興味や問題意識を追求す
る場です。環境問題、社会課題などに対しての探究を通じて、持
続可能な未来に向けた行動を促す重要な一歩となります。
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気候変動に関する新しい教育機会の提供の事例③

2021年3月にリリースされた経済産業省「未来の教室」事業のSTEAMライブラリーのうち、「防災×テクノロジー」をテー

マにしたコンテンツ開発をベネッセが受託。全8コマ分の動画、ワークシート、教員用指導案、補足資料から成る。

日本・世界の災害発生状況を踏まえつつ、自分の住む地域のハザードマップや統計情報をもとに地域の防災・減災を探究し、

自分たちが考える防災・減災へのテクノロジー活用事例として、解決策になるロボットを大学・企業・地域自治体と共に考

える高校生向け学習支援教材となっています。

2021年度には実際に学校の授業に取り入れていただき、受講した生徒からは「災害という身近でありながら深くは考えてこ

なかったことについて、ゆっくり考える機会になった」「資料や情報などを組み合わせて新しいアイデアを思いついたこと

に面白味を感じました。」といった感想が聞かれた。

環境教育支援③「STEAMライブラリー」

補足
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●特定した「リスク」の事業インパクト解説 （P.1６）
●特定した「機会」の事業インパクト解説 (P.17)
●「リスク」の分析詳細・インパクト評価 (P.18)
●「機会」の分析詳細・インパクト評価 (p.19)
●今後の戦略・取り組みの検討詳細（リスク）(P.20)
●今後の戦略・取り組みの検討詳細（機会）(P.21)
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詳細資料



評価 事業へのインパクト

物流網の停止による配送方法の変

更
定量

異常気象が甚大化し、鉄道貨物が停止した場合、お

客様へ教材を届けるために代替物流を利用するため

の切り替えコストが発生する可能性がある。

ロジステックセンターへの損害 定量

気候変動により異常気象が甚大化し、ロジスティク

スセンターのある地域で大規模な水害（暴風雨・洪

水）が発生し、ロジスティクスセンターに損害が発

生した場合、修繕費が発生する可能性がある。

大規模な自然災害によるサプライ

ヤーから日本への物流の停止
定量

気候変動により異常気象が甚大化し、サプライヤー

（中国・ベトナム）のある地域で大規模な水害（暴

風雨・洪水）が発生し、サプライヤーからの教材等

の発送が遅延した場合、代替物流の使用や代替部材

の調達にコストが発生する可能性がある。

物流網の停止による売上の減少
定量/

定性

異常気象が甚大化し、物流網が停止し、1か月以上

お客様に教材を提供できなくなった場合、1か月分

の売上収入が得られなくなる可能性がある。

気候変動の影響による工場や事業

拠点の移転
定量

気候変動により高潮や降水量の変化などの慢性的な

変化が起こり、事業拠点を移転する必要が発生した

場合に移転費が発生する可能性がある。

環境の変化、感染症の拡大などに

よるサプライチェーンの再構築
定量

サプライヤーの拠点地域の気象変化や高潮、感染症

の多発などで、別の地域のサプライヤーを選定する

場合、調達コストが高くなる可能性がある。

物

理

リ

ス

ク

リスク項目

特定した「リスク」の事業インパクト解説
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評価 事業へのインパクト

紙価格の高騰 定量

製紙業界の再編にともなう需給バランスの悪化、森

林資源の安定調達への懸念、製紙業者が低炭素な紙

を生産するための設備投資を販売価格に転嫁する場

合、紙の調達コストが高くなる。

配送費の高騰 定量

①配送業者が車両のEV化や設備の再エネ転換を進

め、コスト増を配送費に転嫁する。

②配送業者にかかる炭素税が配送費に転嫁される可

能性があり、その場合、配送費が高くなり、教材や

DMの配送コストが高くなる。

電気料金の増加 定量

現在は再エネ電力が化石由来電力よりも価格が高い

ため、電力会社から調達する電力を再エネに切替え

る場合、コスト増になる。また化石由来電源には炭

素税や燃料コストの上昇分が転嫁される可能性があ

り、その場合、化石由来電力の価格も高くなる。

環境低負荷プラスチックへの切り

替えによるコストの増加
定性

再生プラ・バイオプラの使用率の設定、容器包装プ

ラスチックへの課税といった法規制（公共調達の基

準やエコデザイン指令）が制定される場合、教材に

使用するプラスチックや包装材の調達先の転換やコ

スト上昇の可能性、一方、バージンプラスチックへ

の課税がされた場合は再生プラスチックのコスト競

争力が高まる。

リスク項目

移

行

リ

ス

ク
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機会項目 評価 事業へのインパクト

デジタル化による紙使用量の削減 定量
教材のデジタル化を進めることで、紙使用量の削減につながり、コス

ト削減につながる。また、CO2排出量の削減にもつながる。

デジタル化による顧客情報の蓄積によ

る学習効果アップ、適した商品・サー

ビスの提案による機会の獲得

定量

教材のデジタル化にともなう顧客データの蓄積と活用を行うことで、

①お客様のニーズに合致した商品サービス提供

②デジタル化による学習効果の向上につながり、会員の継続率、売上

増に資する。

環境低負荷志向の高まり、環境教育機

会の増加に応じた売上増加、レピュ

テーションの向上

定量
学校教育での環境やサスティナビリティに関する授業が充実し、それ

らの授業で使用する教材の市場が拡大する。

低炭素を志向する投融資の獲得 定性

ESGへの取組が優れた企業として、長期投資家の評価を得たりイン

デックスに組み入れられることで、長期に安定して株式を保有しても

らう可能性が高まる。または長期投資家からの投資を得ることができ

る。また、融資判断にもESGが組み込まれた場合、対応できているこ

とで融資を受けやすくなる。

復旧の早いBCP、サプライチェーンマ

ネジメントによる信頼の向上、他社と

の差別化

定性

（物理

リスク

回避）

気象災害発生時の迅速な対応、気候リスクを回避するようなサプライ

チェーンの構築により、物理的リスクを回避することができる。

自社の強みや資産を活かした脱炭素社

会形成に資する新規ビジネスの創出
定性

脱炭素社会における教育の在り方に沿ったビジネスや、脱炭素社会形

成に向けて自社のビッグデータ・行動科学のナレッジを活用した新規

ビジネス創出につながる可能性がある。

「環境低負荷ブランド」としての認知

度の向上
定性

顧客の脱炭素志向が高まる中、環境低負荷なサービスを提供している

ブランドとしての認知度が高まることで、会員のロイヤリティが高ま

る。
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「リスク」の分析詳細・インパクト評価

●1.5℃：「政策・法規制強化」によるコスト増や市場調達コスト増。消費者変化によるブランドイメージ棄損の可能性
●４℃ ：異常気象の激甚化による物理的リスク発生確率が高まり、それに伴う被害影響が大きくなると想定

補足

「政策・法規制」の強化に特徴。炭素税強化によるサ

プライチェーン全体のコスト増が大
影響度

発生

確率

気温上昇に伴う災害（物理的影響）被害が顧客・働き

方・投資家・サプライチェーンすべてに大きな影響
影響度

発生

確率

炭素税
Scope1に対する課税、

購入電力への上乗せ
電気料金の増加（+４円/kWh） 小 大 電気料金の増加（+2円/kWh） 小 大

再生プラ・バイオプ

ラの使用率規制

再生プラ・バイオプラ

の使用率設定と供給

量、原油価格の低下

環境低負荷プラスチックへの切り替えによるコスト増

（バイオプラ供給増によりバイオプラの価格低下）
中 大

環境低負荷プラスチックへの切り替えによるコスト増

（バイオプの価格は現在と同程度）
小 小

生物多様性確保や脱

炭素化の推進

国産認証紙価格の上昇

率、デジタル化による

使用量減少

紙（原材料）価格の高騰（1.1倍）⇒ただし使用

量削減のためコスト減へ

紙（原材料）価格の高騰（1.1倍）⇒ただし使用

量削減のためコスト減へ

配送燃料の値上げ、

炭素税
配送料の増加

配送料の高騰（教材発送費+25円、DM発送費

+15円）
大 大

配送料の高騰（教材発送費+10円、DM発送費+

５円）
大 大

洪水被害の増加
物流網の停止による発送方法の変更（西日本豪雨級１

回）
中 大

物流網の停止による発送方法の変更（西日本豪雨

級１回、東日本大震災級1回）
大 大

中国、ベトナムでの生

産・配送ストップにな

りえる災害の発生回数

大規模な自然災害によるサプライヤーの生産の停

止・サプライヤーから日本への物流停止（発生し

ない）

大 小

大規模な自然災害によるサプライヤーの生産の停

止・サプライヤーから日本への物流停止（１回想

定）

大 中

太陽光パネルの損傷、

設備入れ替え費用
ロジスティックセンターへの損害 小～大 小 ロジスティックセンターへの損害 小～大 中

移

行

物

理

リ

ス

ク

政

策

と

法

機会へ記載 機会へ記載

異常気象の激甚化
急

性

評価項目 評価した財務影響
2030年における評価結果

1.5℃シナリオ 4℃シナリオ
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「機会」の分析詳細・インパクト評価

デジタル化によるコスト削減や、顧客に配慮した新たな商品サービスの提供を継続的に推進。環境低負荷を望む
消費者の意識変化から、1.5℃のほうが、環境配慮した商品・サービスへの需要度は高まり、影響度も大きいと想定

補足

環境意識の高まりによる機会は大きい 影響度
発生

確率
環境意識の高まりによる機会はある 影響度

発生

確率

原材料価格高騰、

国産認証紙需要増、

自社の紙使用量削減

紙費用の削減
紙のコスト増とデジタル化による紙使用量の削減

の影響はコスト減
大 大

紙のコスト増とデジタル化による紙使用量の削減

の影響はコスト減
大 大

デジタル化に伴う顧客情報の蓄積による学習効果

アップ、適した商品・サービスの提供による機会

の獲得

大 大

デジタル化に伴う顧客情報の蓄積による学習効果

アップ委、適した商品・サービスの提供による機

会の獲得

大 大

自社の強みや資産を活かした脱炭素社会の形成に

資する新規ビジネスの創出
大 大

自社の強みや資産を活かした脱炭素社会の形成に

資する新規ビジネスの創出
大 中

消費者の嗜好の変化
環境低負荷志向の高まり、環境教育機会の増加に

応じた売上増
大 大

環境低負荷志向の高まり、環境教育機会の増加に

応じた売上増
大 中

低炭素を志向する投融資の獲得 大 大 低炭素を志向する投融資の獲得 大 中

「環境低負荷ブランド」としての認知度向上 大 大 「環境低負荷ブランド」としての認知度向上 大 中

物理リスクの回避 急性的リスク評価低減
復旧の早いBCP、サプライチェーンマネジメントに

よる信頼の向上、他社との差別化
大 大

復旧の早いBCP、サプライチェーンマネジメントに

よる信頼の向上、他社との差別化
大 大

レジリ

エンス

機

会

資源

効率

環境性能にかかわる

技術革新による競争

優位性の強化

製品

と

サー

ビス

株価の向上、投融資獲

得

グローバルな環境保

全活動への取り組み

と活動成果の開示に

よる企業評価の向上

市場

売上増

評価項目 評価した財務影響
2030年における評価結果

well-below 2℃シナリオ 4℃シナリオ
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今後の戦略・取り組みの施策詳細（リスク）

●移行リスク ：働き方改革や教材設計・デジタル化による配送量の削減などでコスト削減を具体的に進める。
並行して、リサイクル・廃棄削減・代替プラの検討なども実施。

●物理的リスク：お客さまへ確実に商品・サービスを届ける代替輸送方法の確保。物理的な水害対策、生産拠点・
物流拠点の分散化などを進める。

補足

リスク項目 戦略と実施中の施策

電気料金の増加

働き方改革などによる省エネ

　・自社ビルの中期修繕計画での電気料金削減（約2割削減済、今後約1.5割削減予定）

　・働き方改革による借りているオフィス面積を5割削減により電気使用量を4割削減

　・サーバーのクラウド化も今後3年（FY24頃）までにクラウド率を約7割へ

　・働き方改革（ハイブリッド型勤務）による、オフィスでの電気使用量を約2割削減、

　・再生可能エネルギー導入比率の目標を設定し、取り組み推進（新規）

　　通勤や出張・オフィスでの備品使用・ペーパーレス化での削減

環境低負荷プラスチックへの切り替えによるコスト増
・教具玩具のムダのない設計、リサイクル、廃棄削減

・環境低負荷プラスチックの検討、導入テスト

配送料の高騰 ・デジタル化による配送量の削減

物流網の停止による発送方法の変更
・自然災害発生時における代替輸送方法の確保

・BCP対策計画も立案し災害発生時の訓練・研修も実施

大規模な自然災害によるサプライヤーの生産の停止・

サプライヤーから日本への物流停止
・海外生産拠点の分散化、タブレット調達のBCP対策

ロジスティックセンターへの損害 ・物流拠点及び事業拠点の調査及び盛り土など水害対策を実施

リ

ス

ク

移行

物理
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今後の戦略・取り組みの施策詳細（機会）
デジタル化による紙使用量削減や、顧客情報の蓄積によるカスタマイズした商品サービスの提供の推進を継続。

ＷＢ２℃の世界における消費者意識の変化に対し、環境教育や新規ビジネス創出の機会を活か、投融資の機会を獲得。
さらに、環境配慮をブランド認知向上の機会と捉え、自社及びサプライチェーンでの環境負荷削減活動と

環境教育の積極的な推進。これらの取り組みの情報開示を積極的に進めていく。

補足

機会項目 戦略と実施中の施策

紙のコスト増とデジタル化による紙使用量の削減の影

響はコスト減

デジタル化を組み込んだ、効果の高い新しい学習スタイルを学校現場や顧

客とともに創りあげていくことで紙使用量を削減

デジタル化に伴う顧客情報の蓄積による学習効果アッ

プ、適した商品・サービスの提供による機会の獲得

デジタル化に伴う顧客情報の蓄積・分析を踏まえ、お客様一人一人に合っ

た商品・サービスを提供しつづけていくことによって学習効果及び顧客満

足度を上げていく

自社の強みや資産を活かした脱炭素社会の形成に資す

る新規ビジネスの創出

脱炭素社会における教育の在り方に沿ったビジネスや、脱炭素社会形成に

むけて自社のビッグデータ・行動科学のナレッジを活用した新規ビジネス

創出

環境低負荷志向の高まり、環境教育機会の増加に応じ

た売上増

新たな環境教育サービスを学校現場や顧客とともにつくりあげていくこと

で、気候変動対策への理解者・賛同者を増やし、子どもたちが地球環境と

共生する未来と社会を実現していく

低炭素を志向する投融資の獲得

「環境低負荷ブランド」としての認知度向上

復旧の早いBCP、サプライチェーンマネジメントによる信頼

の向上、他社との差別化

・自然災害発生時における代替輸送方法の確保

・BCP対策計画も立案し災害発生時の訓練・研修も実施

・海外生産拠点の分散化、タブレット調達のBCP対策

レジ

リエ

ンス

機

会

資源

効率

製品

と

サー

ビス

市場
・環境負荷削減と環境教育の推進

・上記関する情報開示の推進


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21

